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・平成20年以降は旧川根町との合併を反映した数値

・平成20年の数値は、平成17年国勢調査の島田市・旧川根

町の数値の合算と、平成22年の国勢調査の島田市の数値

から直線補完により算出している。

(昭和55年)(昭和60年)(平成２年)(平成７年)(平成12年)(平成17年) (平成22年)(平成27年)(平成32年)(平成20年)

実績値（国勢調査） 推計値

(平成37年)
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

３ ３．序論 

(2) 計画作

成の方針 

③計画の期間 

新市建設計画の期間は、平成17年度から平成37年度までとします。 

なお、具体的施策及び財政計画については、社会経済状況の変化や財政制度の改正などにより必要

に応じて見直しを行うものとします。 

③計画の期間 

新市建設計画の期間は、平成17年度から平成32年度までとします。 

なお、具体的施策及び財政計画については、社会経済状況の変化や財政制度の改正などにより必要

に応じて見直しを行うものとします。 

10 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

日本の総人口は、2008 年（平成 20 年）の１億 2,808 万人をピークにして減少に転じ、2015 年 

（平成 27 年）には１億 2,660 万人に減少し、2050 年には 2008 年に比べて約 24％減の 9,708 万人と

予測されています。 

ところで、島田市の総人口は、平成 22 年の国勢調査結果を参考に推計すると、このままこれまで

と同様に推移したとすれば、合併 20 年後の 2025 年（平成 37 年）には、90,638 人になると予測さ

れ、平成 20 年４月１日の旧川根町との合併による人口を加えても９万人程度になる見込みです。ま

た、年齢３区分別人口の割合は、合併 20 年後の 2025 年（平成 37 年）において、年少人口（0～14

歳）11.4％、生産年齢人口（15～64 歳）55.3％、高齢者人口（65 歳～）33.3％と予測されます。

2000 年（平成 12 年）と比較すると、年少人口が 3.9 ポイント減、高齢者人口が 13.4 ポイント増と

なり、少子高齢化の傾向が進んでいくと予測されます。特に高齢化の傾向は顕著となります。主要

な労働力、納税者である生産年齢人口は 9.5 ポイント減少すると予測されます。 

しかし、新市においては､新東名高速道路島田金谷インターチェンジや富士山静岡空港の開設が予定

されており、新市の魅力や潜在力が高まることから、これらを活用したまちづくりによって定住人

口の増加を図っていくことも新市が取り組むべき重要な課題であり、施策として取り込んでいく必

要があります。こうしたことから、新市における人口については、合併 20 年後においても予測より

約 1,400 人多い、約 92,000 人を目標としてまちづくりに取り組みます。 

日本の総人口は、2008 年（平成 20 年）の１億 2,808 万人をピークにして減少に転じ、2015 年 

（平成 27 年）には１億 2,660 万人に減少し、2050 年には 2008 年に比べて約 24％減の 9,708 万人と

予測されています。 

ところで、島田市の総人口は、平成 22 年の国勢調査結果を参考に推計すると、このままこれまで

と同様に推移したとすれば、合併 15 年後の 2020 年（平成 32 年）には、94,352 人になると予測さ 

れ、平成 20 年４月１日の旧川根町との合併による人口を加えても９万 5,000 人を切る見込みです。

また、年齢３区分別人口の割合は、合併 15 年後の 2020 年（平成 32 年）において、年少人口（0～

14 歳）12.2％、生産年齢人口（15～64 歳）56.0％、高齢者人口（65 歳～）31.8％と予測されます。

2000 年（平成 12 年）と比較すると、年少人口が 3.1 ポイント減、高齢者人口が 11.9 ポイント増と

なり、少子高齢化の傾向が進んでいくと予測されます。特に高齢化の傾向は顕著となります。主要

な労働力、納税者である生産年齢人口は 8.8 ポイント減少すると予測されます。 

しかし、新市においては､新東名高速道路島田金谷インターチェンジや富士山静岡空港の開設が予

定されており、新市の魅力や潜在力が高まることから、これらを活用したまちづくりによって定住

人口の増加を図っていくことも新市が取り組むべき重要な課題であり、施策として取り込んでいく

必要があります。こうしたことから、新市における人口については、合併 15 年後においても予測よ

り約 300 人多い、約 94,700 人を目標としてまちづくりに取り組みます。 

10 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

「将来人口

の予測」グ

ラフ 
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11 ３．主要指

標の見通し 

(1) 人口の

推移 

「男女計年

齢３区分別

人口割合」

のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測の考え方： 総人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表しているコーホート要因法による推計値を

採用している。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮

定値を当てはめて将来人口を計算する方法である。 

男女計年齢３区分別人口については、2015 年までは国勢調査実績値とし、2020 年以降は、島田市ま

ち・ひと・しごと創生人口ビジョン（平成27年10月策定）の目標値と整合を図った。なお、2008 年

の値は、国勢調査実績値間の構成割合の増減を参考に算出し、「島田市・川根町まちづくり計画」に

掲載する数値と整合を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測の考え方： 総人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表しているコーホート要因法による推計値を

採用している。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率などの仮

定値を当てはめて将来人口を計算する方法である。 

男女計年齢３区分別人口については、2010 年までは国勢調査実績値とし、2015 年以降は、島田市ま

ち・ひと・しごと創生人口ビジョン（平成27年10月策定）の目標値と整合を図った。なお、2008年

の値は、国勢調査実績値間の構成割合の増減を参考に算出し、「島田市・川根町まちづくり計画」に

掲載する数値と整合を図った。 

男女計年齢男女計年齢男女計年齢男女計年齢３３３３区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合    男女計年齢男女計年齢男女計年齢男女計年齢３３３３区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合区分別人口割合    
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頁頁頁頁    項目項目項目項目    変更後（新）変更後（新）変更後（新）変更後（新）    変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）変更前（旧）    

12 ４．新市建

設の基本方

針 

（１）新市

の主要課題 

②“お茶”の素材を最大限に活かす地域振興 

 当地域で生産される“お茶”は、茶どころ静岡県にあって約 10％の収穫量・生産量を占めるだけでなく、関

連企業の立地やお茶の郷（現ふじのくに茶の都ミュージアム）などの集客施設が整備され、当地域を代表する

素材として、生活や文化に溶け込んできました。近年、お茶の持つ効能が一層注目されており、今後のまちづ

くりにあっても、この“お茶”を産業振興や観光・交流、教育・文化・健康づくりなどの住民生活の向上に最

大限に活かすことは必須の課題です。 

②“お茶”の素材を最大限に活かす地域振興 

 当地域で生産される“お茶”は、茶どころ静岡県にあって約 10％の収穫量・生産量を占めるだけでなく、関

連企業の立地やお茶の郷などの集客施設が整備され、当地域を代表する素材として、生活や文化に溶け込んで

きました。近年、お茶の持つ効能が一層注目されており、今後のまちづくりにあっても、この“お茶”を産業

振興や観光・交流、教育・文化・健康づくりなどの住民生活の向上に最大限に活かすことは必須の課題です。 

22 ５．新市の

主要施策 

（１）重点

プロジェク

ト 

事業内容 

●大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展 

    キーワードキーワードキーワードキーワード    お茶お茶お茶お茶    

 大井川に誰からでも見える市民の心の懸け橋を架けることにより、江戸時代以前から脈々と培われ

てきた歴史・文化の更なる交流を促進させ、新たな歴史の 1 ページを創出します。 

 「（仮称）お茶の歴史とふるさと街道」として、お茶に関連した牧之原台地と、蓬莱橋、川越遺

跡、旧東海道石畳、志戸呂焼、また、県の施設であるふじのくに茶の都ミュージアムとのネットワ

ーク化を図り、お茶の歴史と文化等を情報発信します。また、新たに観光、産業、医療、教育分野

のほか、大学や研究機関など、民・産・学・官と連携したコンソーシアムを確立させ、お茶に秘め

られたあらゆる可能性を世界に発信できるまちづくりをめざします。 

●大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展大井川の恵みによって培われてきたお茶文化の伸展 

    キーワードキーワードキーワードキーワード    お茶お茶お茶お茶    

 大井川に誰からでも見える市民の心の懸け橋を架けることにより、江戸時代以前から脈々と培われ

てきた歴史・文化の更なる交流を促進させ、新たな歴史の 1 ページを創出します。 

 「（仮称）お茶の歴史とふるさと街道」として、お茶に関連した牧之原台地と、蓬莱橋、川越遺

跡、旧東海道石畳、お茶の郷、志戸呂焼とのネットワーク化を図り、お茶の歴史と文化等を情報発

信します。また、新たに観光、産業、医療、教育分野のほか、大学や研究機関など、民・産・学・

官と連携したコンソーシアムを確立させ、お茶に秘められたあらゆる可能性を世界に発信できるま

ちづくりをめざします。 

28 ５．新市の

主要施策 

（２）基本

方針と主要

施策 

３）産業が

いきいきと

活発なまち 

＜観光の振興＞ 

・ 牧之原公園、牧之原大茶園、川越遺跡、旧東海道石畳、蓬莱橋、ＳＬ、志戸呂焼、また、県の施

設であるふじのくに茶の都ミュージアムなどの観光資源を活用し、観光名所としての機能の充実

を図ります。また、これらの観光資源を結びつけ、富士山や温泉地等の観光地との広域的な連携

を図ることで、観光的魅力や集客力の増大を図ります。 

・ 伝統的な祭りの継承やイベントの開催への支援を行うとともに、新市の一体化に向けた活用を図

ります。 

＜観光の振興＞ 

・ お茶の郷や牧之原公園、牧之原大茶園、川越遺跡、旧東海道石畳、蓬莱橋、ＳＬ、志戸呂焼など

の観光資源を活用し、観光名所としての機能の充実を図ります。また、これらの観光資源を結び

つけ、富士山や温泉地等の観光地との広域的な連携を図ることで、観光的魅力や集客力の増大を

図ります。 

・ 伝統的な祭りの継承やイベントの開催への支援を行うとともに、新市の一体化に向けた活用を図

ります。 

35 ５．新市の

主要施策 

（２）基本

方針と主要

施策 

６）人を育

て、文化を

創造するま

ち 

＜芸術・文化活動の振興＞ 

・ 当地域が育んできたお茶の文化については、ふじのくに茶の都ミュージアムの活用などを通じて広く全

国・世界へと発信していくとともに、住民がお茶に関して学ぶことができる場と機会の創出を図ります。 

・ 志戸呂焼や大井川の川越し、島田髷など地域の伝統、文化の継承を支援し、新市の特色ある文化として育

てていきます。 

・ 質の高い芸術・文化に日常的に触れる場を拡大していくとともに、住民の芸術・文化活動を支援していき

ます。また、文化的イベントを開催し、新市の文化を広く発信していきます。 

 

＜芸術・文化活動の振興＞ 

・ 当地域が育んできたお茶の文化については、お茶の郷の活用などを通じて広く全国・世界へと発信してい

くとともに、住民がお茶に関して学ぶことができる場と機会の創出を図ります。 

・ 志戸呂焼や大井川の川越し、島田髷など地域の伝統、文化の継承を支援し、新市の特色ある文化として育

てていきます。 

・ 質の高い芸術・文化に日常的に触れる場を拡大していくとともに、住民の芸術・文化活動を支援していき

ます。また、文化的イベントを開催し、新市の文化を広く発信していきます。 
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38 ６．新市に

おける県事

業の推進 

１．静岡県

に要望する

事業 

 

分野・施策 主要事業概要 事業名・地区名・路線名等 

交通機能の強化

による地域内連

携の促進    

新市の一体化の促進を図り、円滑な自

動車交通を確保するため、基幹となる

交通網の整備を行う。 

・新たな大井川への架橋 

・島田岡部線 

・島田川根線 

・住吉金谷線 

・蔵田島田線 

・焼津森線 

・榛原金谷線 

・細江金谷線 

・国道473号 

・ＪＲ東海道線立体交差化事業（(都)横井御仮屋

線） 

・空港アクセス道路（通称 南原ルート） 

 

分野・施策 主要事業概要 事業名・地区名・路線名等 

交通機能の強化

による地域内連

携の促進    

新市の一体化の促進を図り、円滑な自

動車交通を確保するため、基幹となる

交通網の整備を行う。 

・新たな大井川への架橋 

・島田岡部線 

・島田川根線 

・住吉金谷線 

・蔵田島田線 

・焼津森線 

・榛原金谷線 

・細江金谷線 

・国道473号 

・ＪＲ東海道線立体交差化事業（県道昇格） 

・空港アクセス道路（通称 南原ルート） 

41 ８．財政計

画 

(1) 前提条

件 

(1) 前提条件 

合併後のまちづくりの歩みを確実に進めるため、普通会計の歳入及び歳出の項目ごと、過去の実績

や現在の社会経済情勢をもとに推計した平成 17 年度から平成 37 年度までの財政計画を作成しまし

た。 

歳入においては、現行の地方財政制度や税制改革に留意するとともに、合併特例債など地方債を効

果的に活用すること、また、歳出においては、まちづくりのための普通建設事業費などの確保や少

子高齢化の進展に伴う経費の増加、組織や職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効率化によ

る物件費の圧縮など、合併による歳出の削減効果を見込んで推計しています。 

平成 17 年度から平成 29 年度までは実績値（決算額）に修正し、平成 30 年度以降については、第

２次島田市総合計画前期基本計画との整合を図りながら、これまでの実績や中長期的な財政見通し

を踏まえて財政計画を策定しています。 

なお、平成20年度以降については、旧川根町との合併後の数値を反映しています。 

(1) 前提条件 

合併後のまちづくりの歩みを確実に進めるため、普通会計の歳入及び歳出の項目ごと、過去の実績

や現在の社会経済情勢をもとに推計した平成 17 年度から平成 32 年度までの財政計画を作成しまし

た。 

歳入においては、現行の地方財政制度や税制改革に留意するとともに、合併特例債など地方債を効

果的に活用すること、また、歳出においては、まちづくりのための普通建設事業費などの確保や少

子高齢化の進展に伴う経費の増加、組織や職員数の見直しによる人件費の削減、事務の効率化によ

る物件費の圧縮など、合併による歳出の削減効果を見込んで推計しています。 

平成 17 年度から平成 28 年度までは実績値（決算額）に修正し、平成 29 年度以降については、島

田市総合計画後期基本計画との整合を図りながら、これまでの実績や中長期的な財政見通しを踏ま

えて財政計画を策定しています。 

なお、平成 20 年度以降については、旧川根町との合併後の数値を反映しています。 
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43 ８．財政計

画 

  表 
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0
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年
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年
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年
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0
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0
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0

2
3
,
2
7
9

地
方

債
2
,
8
9
6

2
,
4
5
0
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,
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収
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0
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計
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44 ８．財政計

画 

  表 

  

○
歳
　
出

区
分

1
7
年

度
1
8
年

度
1
9
年

度
2
0
年

度
2
1
年

度
2
2
年

度
2
3
年

度
2
4
年

度
2
5
年

度
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度
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0
年

度
3
1
年

度
3
2
年

度
3
3
年

度
3
4
年

度
3
5
年

度
3
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年

度
3
7
年

度
計

人
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費
5
,
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0
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0
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0
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,
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助
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0
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0
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